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A. 調査要領

特別アンケート 企業行動に関する意識調査結果 ２０２１年６月（中堅企業）

Ⅰ．調査時期：2021年6月22日（火）を期日として実施。

Ⅱ．調査対象：2020・2021・2022年度 設備投資計画調査の対象企業
(資本金10億円未満の中堅企業）

対 象
回答状況※

(回答率) 製造業 非製造業

中堅企業（資本金10億円未満） 6,464社
3,129社

（48.4％）
1,170社 1,959社

※回答社数は１問でも有効回答があった企業。
各設問毎の回答社数は上記を下回るものが多い。

Ⅲ．調査項目

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響

（１）事業全般への影響

（２）設備投資への影響

（３）訪日外国人減少の影響

（４）事業立地への影響

２．働き方の変化・人材

（１）テレワークの状況

（２）中長期的な人手不足と人材活用

３．地域のデジタル化

（１）自治体手続きのデジタル化

（２）ＡＩ、ＩｏＴ等の活用

４．カーボンニュートラル実現に向けた取り組み
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図表1-(1)-1 事業への悪影響が大きい主なリスク要因

Ｂ. 調査結果

（構成比、％）

（注）影響度順に３つまでの複数回答
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図表1-(1)-2 新型コロナウイルス感染拡大によるマイナスの影響（特に影響が大きいもの）

（有効回答社数比、％）(注) ３つまでの複数回答

①製品やサービスの国内需要減

②製品やサービスの海外需要減

③資金繰りの悪化

④雇用維持に向けた負担増

⑤サプライチェーン寸断による
納期の遅れ、調達難

⑥金融環境の悪化による資金調達への
影響

⑦国内外の移動制限による事業制約

⑧感染防止対策による労働力の制約

⑨感染防止対策によるコスト増

⑩その他

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（１）－２ 事業全般への影響

75 

21 

17 

14 

19 

5 

43 

25 

22 

1 

76 

33 

13 

13 

25 

2 

46 

20 

15 

1 

75 

14 

20 

14 

15 

6 

42 

27 

26 

2 

0 20 40 60 80 100

１．製品やサービスの国内需要減

２．製品やサービスの海外需要減

３．資金繰りの悪化

４．雇用維持に向けた負担増

５．サプライチェーン寸断による納期の遅れ、調達難

６．金融環境の悪化による資金調達への影響

７．国内外の移動制限による事業制約

８．感染防止対策による労働力の制約

９．感染防止対策によるコスト増

10．その他

全産業【3,059社】

製造業【1,147社】

非製造業【1,912社】
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（構成比、％）

図表1-(1)-3 売上高の新型コロナウイルス感染拡大前の水準等への回復時期の見込み

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（１）－３ 事業全般への影響
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全産業【3,114社】

製造業【1,167社】

非製造業【1,947社】

需要は拡大 需要は減少 変わらない

図表1-(1)-4-1 新型コロナウイルス感染拡大を契機とした、製品やサービスの中長期的な需要の見通し

図表1-(1)-4-2 新型コロナウイルス感染拡大を契機とした、事業の見直しの必要性

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（１）－４ 事業全般への影響

（構成比、％）

（構成比、％）
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図表1-(1)-5 事業の見直しが必要となる場合に想定される取り組み

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答
サプライチェーン（供給網）は、製品、サービスが供給されるまでの調達、製造、
在庫管理、物流、販売等の一連の流れを指す

①新たな製品やサービスの提供

②事業の整理、縮小

③リスク分散のための事業の多角化

④サプライチェーン（供給網）の
再構築

⑤サービスのＡＩ・デジタル化
（非接触型等）

⑥その他

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（１）－５ 事業全般への影響
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３．リスク分散のための事業の多角化

４．サプライチェーンの再構築

５．サービスのＡＩ・デジタル化（非接触型等）

６．その他

全産業【2,189社】

製造業【796社】

非製造業【1,393社】
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図表1-(2)-1 2020年度の国内設備投資（単体ベース）の実績が当初計画を下回った理由

（有効回答社数比、％）(注) ３つまでの複数回答

①米中対立による状況悪化

②新型コロナウイルス感染拡大による
状況悪化

③投資内容の精査、無駄の見直し

④もともと確度の低かった投資の剥落

⑤工期の遅れ

⑥工事費高騰に伴う見直し

⑦その他

⑧実績は当初計画を下回らず

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（２）－１ 設備投資への影響
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１．米中対立による状況悪化

２．新型コロナウイルス感染拡大による状況悪化

３．投資内容の精査、無駄の見直し

４．も とも と確度の低かった投資の剥落

５．工期の遅れ

６．工事費高騰に伴う 見直し

７．その他

８．実績は当初を下回らず

全産業【2,598社】

製造業【1,028社】

非製造業【1,570社】
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はい いいえ 見送った投資はない

（構成比、％）

図表1-(2)-2 昨年度実施を見送った国内設備投資案件が今年度の計画に含まれているか

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（２）－２ 設備投資への影響
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(注) ３つまでの複数回答
※自社利用の設備投資のみとし、外販用製品供給用の設備投資は除く。

①テレワーク関連
（ＰＣ、スマホ、通信設備等）

②キャッシュレス関連

③物流関連

④自動化・無人化

⑤衛生保健（飛沫防止、消毒等）

⑥その他

⑦特になし

図表1-(2)-3 新型コロナウイルス感染拡大を契機として必要性が生じた設備投資

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（２）－３ 設備投資への影響

（有効回答社数比、％）
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１．テレワーク関連（PC、スマホ、通信設備等）

２．キャッシュレス関連

３．物流関連

４．自動化・無人化

５．衛生保険

６．その他

７．特になし

全産業【3,060社】

製造業【1,155社】

非製造業【1,905社】
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全産業【3,100社】

製造業【1,159社】

非製造業【1,941社】

直接的に影響がある 間接的に影響がある 影響はない

（構成比、％）

図表1-(3)-1 訪日外国人の減少がもたらす事業への影響

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（３）－１ 訪日外国人減少の影響
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（有効回答社数比、％）(注) ３つまでの複数回答

①設備投資の中止や先送り

②解雇、休業、在籍型出向などの雇用調整

③経費削減

④事業の整理、縮小

⑤既存事業の提供方法、対象顧客の見直し

⑥新事業、代替事業の展開

⑦特になし

⑧その他

図表1-(3)-2 訪日外国人の減少を受けた対策

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（３）－２ 訪日外国人減少の影響
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４．事業の整理、縮小

５．既存事業の提供方法、対象顧客の見直し

６．新事業、代替事業の展開

７．特にない

８．その他

全産業【1,236社】

製造業【386社】

非製造業【850社】
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（構成比、％）

①本社機能

②生産

③物流

④研究開発

⑤その他

⑥移転しない

図表1-(4)-2 都市圏から地方圏への事業拠点・機能の移転

(注) ５つまでの複数回答 （有効回答社数比、％）

図表1-(4)-1 最も魅力が増した立地

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
（４） 事業立地への影響
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非製造業【1,864社】
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全産業【3,027社】

製造業【1,139社】

非製造業【1,888社】

実施済みであり、充足している 一部実施済みだが、追加の投資が必要 関連の投資は必要ない

図表2-(1)-1-1 テレワークを実施した従業員の割合（昨年以降最も高かった時期）

（構成比、％）

２．働き方の変化・人材
（１）－１ テレワークの状況

図表2-(1)-1-2 テレワークの環境整備に向けた設備投資の状況

（構成比、％）

14



3 

3 

4 

43 

42 

43 

19 

20 

18 

35 

35 

35 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業【3,037社】

製造業【1,148社】

非製造業【1,889社】

さらに拡大 現状のまま継続 縮小・廃止 不明

2

2 

2 

3

2

3

1

1

1

1

1

1

1

1

1 

7 

6 

7 

86 

88 

84 
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全産業【3,028社】

製造業【1,146社】

非製造業【1,882社】

サテライトオフィスのみ増加
既存オフィスの減少がサテライトオフィスの増加を上回る
既存オフィスの減少がサテライトオフィスの増加を下回る
既存オフィスとサテライトオフィスの両方が増加
既存オフィスのみ増加
既存オフィスのみ減少
変わらない

図表2-(1)-2-1 テレワークの導入や利用拡大を受けた本社オフィスや営業所等の床面積

（構成比、％）

図表2-(1)-2-2 新型コロナウイルス感染収束後のテレワーク、在宅勤務のあり方

２．働き方の変化・人材
（１）－２ テレワークの状況

（構成比、％）
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図表2-(1)-3 テレワーク、在宅勤務を実施するメリット

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

①生産性向上

②オフィス維持コスト削減

③通勤手当削減

④従業員の士気向上

⑤採用の際のアピールポイント

⑥その他

⑦メリットなし

２．働き方の変化・人材
（１）－３ テレワークの状況
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５．採用の際のアピールポイント

６．その他

７．メリットなし

全産業【2,918社】

製造業【1,106社】

非製造業【1,812社】
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図表2-(1)-4 テレワーク、在宅勤務の実施により生じた課題

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

①職場内のコミュニケーション減少

②在宅環境による仕事の能率低下

③社内インフラ逼迫・関連経費増

④従来の業務フローと不適合

⑤その他

⑥特になし

２．働き方の変化・人材
（１）－４ テレワークの状況
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３．社内インフラ逼迫・関連経費増

４．従来の業務フローと不適合

５．その他

６．特になし

全産業【2,823社】

製造業【1,076社】

非製造業【1,747社】
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全産業【2,730社】

製造業【1,053社】

非製造業【1,677社】

関連商品・サービス販売増により関連設備投資増

関連商品・サービス販売増だが関連の設備投資増加せず

関連商品・サービス販売増加せず

図表2-(1)-5-1 事業におけるテレワーク・ワーケーション向け製品・サービスの変化や

設備投資への影響

①関連製品製造設備

②通信設備・ケーブル

③テレワークスペース新改築

④ワーケーション施設新改築

⑤その他

(注) ５つまでの複数回答

図表2-(1)-5-2 増加した関連設備投資の内容

２．働き方の変化・人材
（１）－５ テレワークの状況

（有効回答社数比、％）

（構成比、％）

39 
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15 
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53 

65 
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32 

79 

19 

11 

3 

0 20 40 60 80 100

１．関連製品製造設備

２．通信設備・ケーブル

３．テレワークスペース新改築

４．ワーケーショ ン施設新改築

５．その他

全産業【184社】

製造業【60社】

非製造業【124社】
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28 

41 

26 

42 

29 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

制約となる 制約にはならない

図表2-(2)-1 人手不足による事業展開への影響

全産業

足元【3,059社】

３年後【3,033社】

製造業

足元【1,152社】

３年後【1,143社】

非製造業

足元【1,907社】

３年後【1,890社】

（構成比、％）

２．働き方の変化・人材
（２）－１ 中長期的な人手不足と人材活用
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43 
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38 
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12 
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31 

13 
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47 

0 10 20 30 40 50

１．経営人材

２．営業職

３．一般事務職

４．AI・IT人材

５．製造・建設等現

場の職人

６．会計・経理・法

律等の専門職

７．その他

８．特になし

全産業【3,073社】

製造業【1,157社】

非製造業【1,916社】

図表2-(2)-2 新型コロナウイルス感染拡大前に比べて必要性が増した従業員の職種

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

①経営人材

②営業職

③一般事務職

④AI・IT人材

⑤製造・建設等現場の職人

⑥会計・経理・法律等の専門職

⑦その他

⑧特になし

２．働き方の変化・人材
（２）－２ 中長期的な人手不足と人材活用
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図表2-(2)-3 今後、大都市圏の人材活用を図る上で期待するもの

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

①地方への移住希望者

②副業希望者

③大都市居住のままテレワーク希望者

④受入出向者

⑤その他

⑥特になし

２．働き方の変化・人材
（２）－３ 中長期的な人手不足と人材活用
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66 

29 
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5 

5 
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64 

0 10 20 30 40 50 60 70

１．地方への移住希望者

２．副業希望者

３．大都市居住のままテレワーク希望者

４．受入出向者

５．その他

６．特になし

全産業【3,014社】

製造業【1,143社】

非製造業【1,871社】
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38 

42 

36 

19 

20 

18 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業【3,102社】

製造業【1,162社】

非製造業【1,940社】

生産性が大きく上昇 生産性が多少上昇 生産性低下 影響なし 不明

63 

60 

64 

3 
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34 

37 

32 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業【3,104社】

製造業【1,163社】

非製造業【1,941社】

望む 望まない どちらでもよい

図表3-(1)-1 地元自治体の手続き等のデジタル化・オンライン化の希望

図表3-(1)-2 地元自治体の手続き等においてデジタル化・オンライン化が進んだ場合、

生産性に及ぼす影響

（構成比、％）

（構成比、％）

３．地域のデジタル化
（１） 自治体手続きのデジタル化
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41 

38 

29 
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61 

41 

38 

29 
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53 

41 

38 

29 
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0 10 20 30 40 50 60 70

１．専門的な人材の不足

２．技術に対する社内全体での理解・認識の欠如

３．成果の活用用途が不明確

４．コストが高い

５．その他

全産業【2,980社】

製造業【1,129社】

非製造業【1,851社】
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12 

15 

10 

38 

39 

38 

44 

39 

46 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業【3,096社】

製造業【1,162社】

非製造業【1,934社】

１．活用している

２．活用を検討している
３．活用予定はないが、社内的な関心が高まっている
４．活用予定はなく、関心も高まっていない

（有効回答社数比、％）（注）２つまでの複数回答

①専門的な人材の不足

②技術に対する社内全体での
理解・認識の欠如

③成果の活用用途が不明確

④コストが高い

⑤その他

（構成比、％）

３．地域のデジタル化
（２）－１ ＡＩ、ＩｏＴ等の活用

図表3-(2)-1-1 AI、IoT等の活用状況

図表3-(2)-1-2 AI、IoT等の技術導入や活用に向けた課題
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図表3-(2)-2 デジタル化の動きがビジネスモデルや事業環境に及ぼす影響や変化

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

①新製品・サービス提供による
収益機会の多様化

②売上構成の抜本的な変化
（本業の転換）

③コスト構造の抜本的な変化

④異業種からの参入による競争激化

⑤連携相手の多様化

⑥その他

⑦大きな影響や変化はない

３．地域のデジタル化
（２）－２ ＡＩ、ＩｏＴ等の活用
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27 
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21 
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38 

33 
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31 
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21 
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38 

35 
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24 
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22 

1 

38 

0 10 20 30 40 50

１．新製品・サービス提供による収益機会の多様化

２．売上構成の抜本的な変化（本業の転換）

３．コスト構造の抜本的な変化

４．異業種からの参入による競争激化

５．連携相手の多様化

６．その他

７．大きな影響や変化はない

全産業【3,021社】

製造業【1,144社】

非製造業【1,877社】
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62 

59 

64 
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業【1,805社】

製造業【682社】

非製造業【1,123社】

対応の必要性を感じており、事業化を実施

対応の必要性を感じており、取り組みを検討

対応の必要性を感じるが、現時点で取り組む予定なし

対応の必要性はない

図表3-(2)-3 デジタル化による影響や変化に対する取り組み状況

（構成比、％）

３．地域のデジタル化
（２）－３ ＡＩ、ＩｏＴ等の活用
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23 

70 

61 

75 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業【3,063社】

製造業【1,147社】

非製造業【1,916社】

１．策定、公表済み ２．策定中または策定に向け準備中 ３．策定する予定はない

図表4-1-1 カーボンニュートラル社会実現に向けた中長期ビジョン等の策定・検討状況

（構成比、％）

①国内の政策動向

②海外の政策動向

③機関投資家からの要請

④取引先からの要請

⑤事業機会の拡大

⑥その他

図表4-1-2 カーボンニュートラル社会実現に向けた取り組みを進める背景

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

４－１．カーボンニュートラル実現に向けた取り組み
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31 
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15 

3 

40 

16 
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80 

12 
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25 

16 
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0 20 40 60 80 100

１．国内の政策動向

２．海外の政策動向

３．機関投資家からの要請

４．取引先からの要請

５．事業機会の拡大

６．その他

全産業【2,540社】

製造業【985社】

非製造業【1,555社】
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図表4-2 国際的にカーボンニュートラルへの取り組みが加速することで想定される事業への影響

（有効回答社数比、％）(注) ３つまでの複数回答

①事業拡大の契機となる

②ビジネスモデルの転換が必要になる

③サプライチェーン全体での対応と
調整が必要になる

④長期的な脱炭素化に向けた移行戦略の
策定・開示が必要になる

⑤国境炭素調整措置等により生産・営業
拠点の見直しが必要になる

⑥その他

４－２．カーボンニュートラル実現に向けた取り組み
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0 10 20 30 40 50 60 70

１．事業機会の拡大となる

２．ビジネスモデルの転換が必要となる

３．サプライチェーン全体での対応と調整が必要になる

４．長期的な脱炭素化に向けた移行戦略の策定・開示が必要になる

５．国境炭素調整措置等により生産・営業拠点の見直しが必要になる

６．その他

全産業【2,488社】

製造業【1,018社】

非製造業【1,470社】
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図表4-3-1 カーボンニュートラルに関連した投資の状況

（構成比、％）

①再生エネルギー関連

②省エネ設備

③脱炭素化に向けた研究開発

④その他

（有効回答社数比、％）(注) ４つまでの複数回答

図表4-3-2 関連の設備投資や研究開発等の取り組みを拡大する方針の場合、

その具体的な内容

４－３．カーボンニュートラル実現に向けた取り組み
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１．再生エネルギー関連

２．省エネ設備

３．脱炭素化に向けた研究開発

４．その他

全産業【1,005社】

製造業【456社】

非製造業【549社】
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全産業【2,948社】

製造業【1,117社】

非製造業【1,831社】

１．関連の設備投資や研究開発等の取り組みを拡大する方針

２．大きな変化はなし

３．関連の設備投資や研究開発等を行っていない



図表4-4 経済活動におけるカーボンニュートラル実現に向けた課題

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

①技術的な問題

②開発コストの問題

③販売先の制約（需要量、価格）

④調達先の制約（供給量、価格）

⑤その他

４－４．カーボンニュートラル実現に向けた取り組み
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0 10 20 30 40 50 60 70

１．技術的な問題

２．開発コストの問題

３．販売先の制約（需要量、価格）

４．調達先の制約（供給量、価格）

５．その他

全産業【2,613社】

製造業【1,038社】

非製造業【1,575社】
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